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研：標準宅地よ（＝1，2，…，m）の鑑定価格  

m： 条件ごとに分類される要因総数  

cメ  要因J内での区分基準の種類  

訂J，た ‥ 要因J，区分基準たのスコア   

以下のような線形関数を定発する．   

▼れCメ   

Ⅵ＝∑∑榊妬んい＝1，2・・‥・m・  
J＝1た＝l   

ここで，  

1．はじめに  

公正かつ適正な課税という社会的要請への対応が緊急の課  

題となっている硯在において，客紋的に妥当な固定脊夜税路  

線価式評価法を確立することは重要である【1，2ト路線価式  

評価法では．標準地の鑑宝評価額に基づいて路線価を算定し，  

さらに路線価から画地計算法を適用して固定資産税の評価額  

を求めることが行われている．特に，土地価格形成要因と路  

線価の関係を定量的に算定した土地価楕批准衆は路線価式評  

価法の成否を左右する重要な指標であり，これを土地価格形  

成要因データと標準地価格データから導山する手続きについ  

て様々な読みがなされてきた臥   

しかしながら．数量化理論Ⅰ頸川や二次計画法【3Iに基づ  

いた従来の土地価格批准表作成手続きでは，土地価格形成要  

田に関する線形モデルが仮定されており，必ずしも路線価が  

本質的に有する不確実性を表現することは国雄であった．そ  

こで，土地の価格が独立ではあるが必ずしも同一ではない確  

率分布に従い，かつ土地価格形成要因についての比例ハザー  

ド性が成立するものと仮定すれば，土地価格と形成要因の因  

果関係を比例ハザードモデル川によって表現することが可  

能である．   

そこで本稿では，比例ハザードモデルに基づいた固定資産  

税路線価式評価法を新たに提案し，従来とは異なる土地価格  

批准未の作成手続きについて言及する．提案モデルの利点と  

して，土地価格形成安岡データと標準地価格データからモデ  

ルを支配するパラメ丁タを推定することが容易であり，土地  

価格分布の確乎的性質を詳細に調べることができる．さらに，  

東広島市l勺の標準地路線に対して提案法を適用し，その有効  

性を検証するとともに，従来法との定量的な比較を行う．  

2．批准表作成手続き   

（1）  

1：標準宅地iに要因Jの  

区分基準たが存在したとき  

0：上記以外．   〈  

∂i（J，ん）＝  

このとき，各要因に対するスコアは鑑定価格机と推定価格il  

の二乗誤差を最小にするよう決定される．  

n  

ヮi！l∑（研一れ）2・ エゴ 
（2）  

．k  
i＝1  

最終的に，得られた値苫ムkから，  

スコア£ブ，た  
（3）  格差宰＝   

鑑定価格の平均値  

により土地価格批准表を構成する格差率を求める．以上の手  

続きから求められた格差率を用いて，  

批准先の地価（その他路線価）  

＝標準宅地（主要路線価）×（1＋格差率）   

によって具体的に路線価を算定する．   

3．比例ハザードモデルに基づいた批准表作成手続き   
土地価格を決定する要田として，「人通りの多さ」や「商業  

性」など定性的にしか評価することができない削勺要因と「道  

路幅貝」等の定量的に観測される量的要因に分けられる．土地  

価格推定では，それぞれの土地価格形成要因が価格に影響を  

与える相対的度合いを求めることが本質的に重要となるl3ト  

ここでは従来法として，土地価格に与える相対的な影響をス  

コアと呼ばj・Lる数値に対応させる数量化理論Ⅰ類に基づいた  

路線価式評価法川を紹介する．   

記号を以下のように走発する．  

Tl  価格推定に用いる標準宅地の総数  

11  標準宅地よ（＝1，2，‥．，m）の推定価格  

従来法では各要因に対するスコアの総和によって土地価格  

推定を行っていた．しかしながら，本来土地価格は不確実要  

因を含むため，決定論的に－・意に推定することは困難である．  

そこで，ニヒ地価格形成要因を共変量とする確率分布によって  

土地価格を表現することを考える．すなわち，比例ハザード  

モデルを用いて土地価格形成要因が地価に与える影響を推定  

し，土地価格を土地価格形成要因に従属する確率変数として  

表現する．   

比例ハザードモデルとは医療統計学における生存時間デー  

タ解析などに広く用いられる統計モデルであり，死亡率に対  

－248－   © 日本オペレーションズ・リサーチ学会. 無断複写・複製・転載を禁ず.



する比例ハザード性を仮定することでハザード関数を特定す  

ることなく影響園子の度合いを推定可能という特徴をもつ．   

いま∴卜地価格を確率分布間数∫（・）に従う非f呈の確乎変  

数l・■－で表現する．このとき．二1二地価橋形成要【封（共変最）z  

が与えられた条件下におけるハサーード関数を  

4．数値例   

以下の衆は東広島市の西条駅周辺（商業地区．併用性宅地  

区）における実際の二t二地価椿形成要因データ（共変量）と鑑定  

価格データを用いることによって，その土地価格形成要因が  

価格に与える影響度合いを調べ たものである．使用したデー  

タは40個の標準宅地に対する鑑定価格とそれに対応する3  

つの共変農（街路条件，交通接近条件，環境・行政条件）であ  

る．衷における鮎響度とは，形成要因が実際の土地価格のハ  

ザード関数に与える影響を表しており，「道路幅員」が200m  

未満の影響度を1としている．例えば，影響度が1から2へ  

変化した場合，土地価格の期待値が約2悟になることを示し  

ている．未より，主要駅までの距離と収益性が土地価格に大  

きく影響を与えていることがわかる．  

表1：土地価格形成要因と影響度．  

か√（〝lz）  
入（ひlヱ）＝   

1－r（〝lz）  

と定兼する．上記のハザード関数に対して，関係式  

Å（〝lz）＝入0（y），セ）  （4）  

が成立するとき，共変貫之の効果は比例ハザード性をもつと  

いう・ここで，人0（打）はベースラインハザード，り（z）は相対  

危険度開放と呼ばれる、   

回帰係数βT＝（β，，β2，‥．，β。）を導人すると，式（4）は  

入（ylヱ）＝入。（ひ）exp（βTz）  （5）  

と番くことができる．これより，基となる共変量ベクトルzi  

とzJ（よ≠J）に対してハザード関数の比が  

条件   要因   区分基準   影響度   

200m未満   1．0000  

200cm以上   1．0000  
街路条件  道路幅員              300cm以上 1．0592  

800cln以上   2．6307  
3500cIll以上   3．2864   
1800Im以上   1．0000  

主要駅  600In以上   3．4037  

入（由り exp（βTヱり  

入（ひIzJ）exp（β丁’zJ）  

となることがわかる．つまり，比例ハザード性を仮定するこ  

とで．入0（〝）に特定の確率分布を仮定することなく共変最ヱ  

の効果が推定可能になる．換言すると，全てのニヒ地価輪形成  

要因エーに対して，標準宅地と路線価との比を推定することが  

できる．   

次に，回帰係数を推定するための具体的な手順を示す．こ  

こで示す方法は（ブox回帰法と呼ばれる部分尤度を用いる方法  

である．悸唯宅地数をTl，標準宅地に対応する主要路繰価を  

机，…，裾．．，ynとすると，部分尤度ムは，  

ん＝エlX‥．×エiX．．．×んれ   

となる．ここでん‘は，  

e叩（βTヱf）  
んi＝   

∑ノ∈月‘eXp（βT’zメ）  

であり．几は路線価仇より価格の高い路線価の集合である．  

この積をとり，部分尤度  

n T eXp（βTヱi）  
エ（β）＝H  （8）  5．今後の課題   

ヒ∑j印yieXp（βTヱメ）   
今後の予定として，従畢の土地価格評価法との比較・検討  

を行い，新たな土地価格批准表を作成する．また，推定され  

た回帰係数の路線価との適合性を評価するために，実データ  

に基づいて適合度検定を行う予定である．  
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を得る．この部分先度から，ベースラインハザードが特定さ  

れていない場合でも回帰係数を求めることができる．最終的  

に，式（8）の対数をとった値  

1叩相＝史［れ－log∑expβTzi］（9）  
i＝l j∈尺i  

の尤度を最大化する．ように係数を決定する．係数を定めるこ  

とにより，＿土地価格形成要田ごとの共変量を測定することが  

できる．また，ベースラインハザードについては推定した【司  

帰係数と共変量をもとに，ノンパラメトリックに導出する方  

法が提案されているI4ト  
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